
第第9696期（平成期（平成1313年度）中間決算の概要年度）中間決算の概要

株式会社　静 岡 銀 行



利益の状況（連結）利益の状況（連結）

Ø連結経常収益 前年同期比△368億円減収

前 年 同 期 比
（億円）

13年度中間期
（億円）

△４６．２

△４６．４

△２３．８

△４６５３中間純利益

△７５８７経常利益

△３６８１，１７９経常収益

１

《 連結対象会社（14社）》

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱

静 銀 ﾘ ｰ ｽ ㈱

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱

静 銀 信 用 保 証 ㈱

静 銀 ﾃ ﾞ ｨ ｰ ｼ ｰ ｶ ｰ ﾄ ﾞ ㈱

静 岡 ｷ ｬ ﾋ ﾟ ﾀ ﾙ ㈱

静 銀 ﾃ ｨ ｰ ｴ ﾑ 証 券 ㈱

静 銀 静 浦 代 理 店 ㈱

静 銀 地 頭 方 代 理 店 ㈱

欧 州 静 岡 銀 行

静 銀 総 合 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱

静岡ﾓｰｹ ﾞ ｰ ｼ ﾞ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ㈱

静 岡 資 産 管 理 ㈱

静銀ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ ｸ ﾘ ｴ ｲ ﾄ㈱

《利益の状況》

Ø連結経常利益 前年同期比△75億円減益 連結中間純利益前年同期比△46億円減益

（％）

○静岡銀行グループの経常収益は、静岡銀行での「その他経常収益」および「資金

運用収益」を中心に、前年同期比△368億円減少して1,179億円となりました。

「その他経常収益」の減少は、前中間期に退職給付会計導入に伴い計上した退職給

付信託設定益の減少などが主因となっています。

○一方、連結経常費用は、静岡銀行での「その他経常費用」および「資金調達費

用」を中心に、前年同期比△293億円減少して1,092億円となりました。「その他

経常費用」については、個別貸倒引当金繰入額および減損会計に基づく株式等償

却が増加したものの、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の一括処理費

用の減少を主因として減少したものです。

○この結果、連結経常利益は前年同期比△75億円減益の87億円、連結中間純利益

は、前年同期比△46億円減益の53億円となりました。



利益の状況（単体）利益の状況（単体）
Ø経常収益 前年同期比△375億円減収

(億円、％）

△２６．５△３７５１，０４２経常収益

△４８．４△７８８３経常利益

△４７．６△７６８３税引前中間純利益

△４４．４△４４５４中間純利益

業務純益

経　　　費

一般貸倒引当金繰入額

増減率増減額

△９５．５
－

＋５６．９
＋６２３．９

△２６２
△１７４

＋５９
＋４８

１２
－

１６４
５６

うち退職給付会計導入変更時差異償却等
うち退職給付信託設定益
うち個別貸倒引当金繰入額
うち株式等償却

△１９０．８△８９△１３５臨時損益

△０．１△０２２３業務純益（一般貸倒引当金繰入前）

＋５．０＋１０２１９

△４．６△２０４１８

△７１．１△１０４

△０．４
＋２．２

＋８２．３
△７２．８
△９７．４

△２
＋１
＋３

△２２
△３０

５６８
５９

６
８
１

うち資金利益
うち役務取引等利益
うち特定取引利益
うちその他業務利益
　　　（国債等債券関係損益）

△３．１△２０６４１業務粗利益

前年同期比13年度
中間期

【静岡銀行単体】

２

Ø業務純益 前年同期比+10億円増益

Ø経常利益 前年同期比△78億円減益

Ø中間純利益 前年同期比△44億円減益

退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差
異処理のための退職給付信託設定益の減少、
内外金利低下に伴う資金運用収益の減少な
どにより、前年同期比△375億円減収の
1,042億円となりました。

国債等債券関係損益の減少などの減益要因
はありましたが、経営合理化の進展による
経費削減、一般貸倒引当金繰入額の減少な
どにより、前年同期比＋10億円増益の219億
円となりました。

業務純益は＋10億円増加しましたが、個別貸
倒引当金繰入額の増加や、中間期末にかけて
の株価下落に伴う株式等償却の増加などによ
り、前年同期比△78億円減益の83億円となり
ました。

経常利益が△78億円減少したことにより、
中間純利益は前年同期比△44億円減益の54
億円となりました。



△０．０７１２．５１１２．５８１３．９４ＢＩＳ自己資本比率

＋０．１５９．５１９．３６１０．１３中核自己資本比率

＋０．４１１０．８８１０．４７１１．０５ＴｉｅｒⅠ自己資本比率

13年3月末比13年9月末13年3月末12年3月末

≪連結ベース≫

≪自己資本･リスクアセットの内訳≫

（％）

＋７８1－控除項目

△４１６０１６４９９マーケットリスク相当額

△９８９７６１，０７４８６１オフバランス

△２，０６７４４，８９８４６，９６５４５，７８０オンバランス

△２，１６９４６，０３４４８，２０３４６，７４０リスクアセット

△２５８７６１１，０１９１，３５３ＴｉｅｒⅡ

＋９４６３２５３８４２９税効果相当額

△４０５，０１０５，０５０５，１６６ＴｉｅｒⅠ

△３０５５，７６３６，０６８６，５１９自己資本

13年3月末比13年9月末13年3月末12年3月末

（億円）

※中核自己資本比率＝（TierⅠ－税効果相当額）÷リスクアセット

株価下落による
有価証券評価益
の減少

自己資本比率自己資本比率
ØＢＩＳ自己資本比率（連結ベース）は１２．５１％
　　　有価証券含み益等を含まない基本的項目であるTierＩのみで１０．８８％
　　　TierⅠから税効果相当額を控除した中核自己資本比率でも９．５１％と
　　　ＢＩＳが定めた国際統一基準である８％をクリアしています。

３



アセットクォリティ①アセットクォリティ①

８６．８０

３．７３

１，９１２

８８．９０

４．４１

２，２７４

３７２

７

１，６６５

２３０

13／3末

８９．０５

４．０９

２，０４９

９０．４８

４．６８

２，３５８

３８２

１１

１，８０３

１６２

13／9末

２．２５

０．３６

１３７

１．５８

０．２７

８４

１０

４

１３８

△６８

13／3
末比

総貸出金に占める割合（％）

担保・保証等によるカバー率（％）

部分直接償却を実施した場合

担保・保証等によるカバー率（％）

総貸出金に占める割合（％）

リスク管理債権合計

貸出条件緩和債権額

３カ月以上延滞債権額

延滞債権額

破綻先債権額

≪リスク管理債権≫　　　 　　　　
　　　

≪金融再生法開示基準の不良債権≫
　　　　　

８７．１２

３．６５

１，９１４

８９．１７

４．３１

２，２７６

３７９

１，０３４

８６３

13／3末

１３８

１．９３８９．０５担保・保証等によるカバー率（％）

０．３６４．０１総与信に占める割合（％）

２，０５２部分直接償却を実施した場合

１．３２９０．４９担保・保証等によるカバー率（％）

０．２８４．５９総与信に占める割合（％）

８５２，３６１金融再生法開示基準の不良債権合計

１３３９２要管理債権

１０８１，１４２危険債権

△３６８２７破産更生債権及びこれらに準ずる債権

13／3
末比

13／9末

Øリスク管理債権、金融再生法開示基準による不良債権とも総貸出金、総与信に占める割合は５％未満で推移
しています。

４

（億円） （億円）

（注）「担保・保証等によるカバー率」は貸倒引当金を含む



アセットクォリティ②アセットクォリティ②

＋９３３２５＋５４１７４１２０　２３２　１７９　　与信費用（①＋②＋③）　

＋０．１９０．６４＋０．２２０．６８０．４６０．４５０．３５与信費用比率（※）

＋０

△１１

＋６５

＋６０
＋０
＋５

前年同期比

ー　

４

１７０

１６４
０
６

13年度中間期

＋１―△０　△１　△２　　特定海外債権引当勘定繰入額（③）

△１１２７１５　３８　１４　　一般貸倒引当金純繰入額（②）

中間期

　不良債権処理額（①） ２９８

２８４
３

１１

１３年度予想

＋１０３１０５　１９５　１６７　

＋９４
＋３
＋６

１０４　
ー 　
１　

１９０　
０　
５　

１６５　
２　

－　

　個別貸倒引当金純繰入額
　貸出金償却
　その他の債権売却損等

前期比

１２年度　１１年度

　

(億円）

―支払承諾

７７．５３３／１０００貸 出 金

１０．２９０／１０００支払承諾

―支払承諾

貸 出 金

貸 出 金

１３．９１３／１０００

１．７１５／１０００

予想損失率 引当基準

要注意先債権

要管理先債権

破綻先債権
Ⅲ・Ⅳ分類額全額を個別貸倒引当金に計上しています。

実質破綻先債権

過去３算定期間の貸倒実績率の平均値にもとづき､今後３年間の予想損失率を算出し、
Ⅲ分類とされた債権に予想損失率を乗じて、個別貸倒引当金に計上しています。

破綻懸念先債権

引当基準債務者区分

各債務者区分ごとに､債権の平均残存期間に対する過去３算

定期間の貸倒実績率の平均値にもとづき、今後の一定期間に

おける予想損失額を算出し一般貸倒引当金に計上しています。

正常先債権

科目債務者区分

５

《
貸
倒
償
却
引
当
費
用
》

《

償

却
・
引
当

基

準

》

※与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残

【一般貸倒引当金】・・・残高　２５５億円

【個別貸倒引当金】・・・残高　７１４億円



有価証券の状況有価証券の状況

Ø 13年9月末の有価証券評価損益は、1,109億円（前期末比△591億円）うち株式評価損益は
858億円（前期末比△608億円）となっています。

Ø 株価下落により株式等の減損（株式等償却）△56億円を計上しました。

(注)その他有価証券の評価差額については「全部資本直入法」により処理しています。

△５億円

△５１億円

・期末の時価が簿価に比べて50％以上下落したもの

・期末の時価が簿価に比べて30％以上50％未満下落し、期末前

　６カ月間の時価が一度も簿価相当額以上にならなかったもの

株式等

－・期末の時価が簿価に比べて30％以上下落したもの債　券

損益への計上額減　損　基　準

(億円）

６

金銭の信託運用損益 １

－
－

損 益 計 算 書

有価証券（資産） １，１０８
繰延税金負債（負債） ４５２
評価差額金（資本） ６５６

－

－
－

賃 借 対 照 表

財 務 諸 表 へ の 計 上 額
評 価 方 法評 価 損 益時 価簿 価

時価法
（注）

＋１，１０８

＋８５８

１８，３０５

２，５８９

１７，１９７

１，７３１

そ の 他 有 価 証 券

うち 株式

時価法

償却原価法
原価法

＋１

－
－

３０１
４１
６６

３００
４１
６６

売買目的有価証券

満期保有目的の債券
子会社・関係会社株式

＋１，１０９１８，７１３１７，６０４有 価 証 券 等

◎減損会計に関する損益計算書への計上



34,730

28,066

35,970

29,071

35,877

29,039

20,000

30,000

40,000

11年度 12年度 13年度中間期

中小企業等向け貸出金

県内中小企業等向け貸出金

1,187

1,271

1,329

1,100

1,150

1,200

1,250

1,300

1,350

11年度 12年度 13年度中間期

26,869

27 ,425

27,214

26,500

27,000

27,500

11年度 12年度 13年度中間期

行員一人あたり貸出金 一店舗あたり貸出金

（億円）

（百万円） （百万円）

（億円）

※中小企業基本法改正により、平成12年度中間期より改正後の定義にて算出しております。

貸出金の状況貸出金の状況

７

うち県内消費者ローン

うち消費者ローン

静岡県内貸出金平残

県内中小企業等向け貸出金

中小企業等向け貸出金

総 貸 出 金 平 残

＋４９５１０，００７９，５１２９，６２４９，０７０

△３２９，０３９２９，０４２２９，０７１２８，０６６

△７７３４，０４８３４，１２５３４，１１２３３，９５０

＋５５８１２，０５４１１，４９６１１，６２７１１，０２８

△６２３５，８７７３５，９３９３５，９７０３４，７３０

△６９８５０，６１８５１，３１６５１，２８６５１，０５２

前年同期比13年度中間期
中間期

12 年 度11 年 度



５２，７１４

６５，４１９

11年度

△６６５３，５９４５３，６６０５３，３６２
静岡県内

預金平残

△１７６６６，７１９６６，８９５６６，６６４総預金平残

前年同期比
13年度

中間期
12 年 度

Ø定期預金について採算を重視した取入れを実施したことにより、円貨定期預金は
△2,831億円減少しました。

Ø低金利の長期化による流動預金の増加、運用ニーズの多様化による外貨預金の増
加により、総預金平残は△176億円の減少にとどまりました。

（億円）

《個人預り資産の内訳》

1,529

1,661

1,766

1,400

1,500

1,600

1,700

1,800

11年度 12年度 13年度中間期

行員一人あたり預金等

一店舗あたり預金等

（百万円）

（百万円）

（億円）

＋６６０２，７９３２，１３３６６８国債

＋１３６５２２３８６７６外貨預金

＋１０５４３５３３０７４投資信託

＋４９７４３，２３４４２，７３７４３，３０３円貨預金

＋１，３９８４６，９８４４５，５８６４４，１２１個人預り資産末
残

13年3月末比13年9月末13年3月末12年3月末

34,611

35,833
36,157

33,000

34,000

35,000

36,000

37,000

11年度 12年度 13年度中間期

預り資産の状況預り資産の状況

８

中間期

Ø「高格付」「信頼性」を背景とした資金吸収力を活かし、為替特約付外貨定期、
投資信託など多様化している顧客ニーズに対応した魅力ある商品ラインアップ
の提供により、個人預り資産残高は順調に増加しました。

Ø公共債（国債）の保護預り残高は、地銀首位となっています。

《預金》



△０．１２０．１３０．２５０．２３０．３６ＲＯＡ（当期(中間)純利益）

＋０．０１０．５５０．５４０．４８０．６５ＲＯＡ（業務純益）

△１．０５６５．１７６６．２２６７．６４６４．１３ＯＨＲ

３．６７

７．５０

７．５１

３．８６

８．２２

８．２７

12年度中間期

△１．６７

＋０．５７

＋０．５７

前年同期比

２．１９

８．７９

８．８４

13年度中間期

５．４８ＲＯＥ（当期(中間)純利益）

９．８３ＲＯＥ（業務純益）

９．５２ＲＯＥ（ＴｉｅｒⅠ業務純益）

11 年 度

７３

７，１８６

13年度中間期

１００

７，２２６

９年度

５８８２３３９１９１取得総額（億円）

５４，３５６２４，９５４８，３５７６，６３３取得・消却株式数（千株）

９年度から累計12年度11年度10年度

(％）
≪経営効率≫

≪自己株式取得・消却実績≫

Ø株主の皆さまへの利益還元をはかるため、平成９年度に取締役会決議で可能な自己株式の消却
限度を８千万株に定め、13年度中間期までに累計で５４，３５６千株を取得、消却しました。

資本効率・経営効率資本効率・経営効率

９

12 年 度



△４５．９１５５経 常 利 益

７．８４４５（一般貸倒引当金繰入前）

△４６．０

△４４．８

△２２．７

前年度比（％）

△４５．４

１１．７

△２５．７

前年度比（％）

1 3 年 度 予 想 （億 円 ）＜ 連 　 　 結 ＞

１００当 期 純 利 益

１６５経 常 利 益

２，２５０経 常 収 益

１００当 期 純 利 益

４１８業 務 純 益

１，９６０経 常 収 益

1 3 年 度 予 想 （億 円 ）＜ 静 岡 銀 行 単 体 ＞

業績予想業績予想
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